
無料低額宿泊事業の最低基準の考え方

－ これまでの検討会での議論等を踏まえた全体像 －

社会福祉住居施設及び生活保護受給者の日常
生活支援のあり方に関する検討会（第５回）

平成３１年３月２６日 資料１
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範囲・基本方針について

無料低額
宿泊所の
事業範囲

○ いずれかの要件に該当していること。
１ 入居の対象を生活保護受給者及びそれに準じる者としているなど、生計困難者に対象を限定している場合
２ 入居の対象を生計困難者に限定していない場合であっても、主に生計困難者を対象にして、
① 賃貸借契約以外の契約で居室を使用させている場合

② 居室使用料・共益費以外の料金を受領して、食事、掃除及び洗濯等の家事並びに生計困難者の自立支援等のサー
ビスを提供している場合

○ 居室使用料が住宅扶助基準額以下であること。
○ 他法令によって必要な規制が行われていないこと。

基本方針

○ 事業目的

・ 入居者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、現に住居を求めている生計困難者につ
き、無料又は低額な料金で居室その他の設備を利用させるとともに、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと
ができるよう必要な支援を適切かつ効果的に行うものでなければならないこと。

○ 入居者の意思の尊重等
・ 入居者の意思及び人格を尊重して、常に当該入居者の立場に立ったサービスの提供に努めること。
○ 地域、関係機関との連携

・ 地域との結び付きを重視した運営を行い、都道府県、市町村、生計困難者の福祉を増進することを目的とする事業を行う
者、その他の福祉サービス又は保健医療サービスを提供する者等との連携に努めること。

無料低額宿泊所の最低基準の考え方（案）
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設備に関する基準について

保健衛生
の確保

○ 配置、構造及び設備は、日照、採光、換気等入居者の保健衛生に関する事項及び防災について十分考慮すること。

設備の専
用

○ 設備は専ら当該無料低額宿泊所のために提供すること。ただし、提供するサービスに支障がない場合には、この限りでな
いこと。

建築基準、
消防基準

○ 建築基準法の規定を遵守した建築物であること。
○ 消防設備については、消防法の規定に基づき必要な設備を設けること。

○ 消防法上の設置義務がかからない施設についても、消火器の設置、自動火災報知設備の設置など、防火対策の充実に
努めること。

居室の要
件

○ 床面積は、収納設備等を除き、7.43平方メートル以上。ただし、地域の事情に応じて収納設備等を除き、4.95平方メートル
以上であること。

○ １居室の定員は１人。ただし、家族での入居などサービスの提供上必要と認められる場合を除くこと。
○ 地階に設けてはならないこと。

○ 間仕切壁は、天井まで達している硬質の壁であること、出入口は、屋外、廊下、広間に直接面していること、扉は、硬質な
ものとし、居室ごとに独立したものを設けること

居室以外
の設備の
要件

○ 設置しなければならない設備
・ 炊事設備、洗面所、トイレ、浴室、洗濯室又は洗濯場

○ 必要に応じて設けるべき設備
・ 共用室、相談室、食堂、その他必要な設備

〇 上記設備の最低基準について。
１ 炊事設備 火気を使用する部分は、不燃材料を用いること。
２ 洗面所 入居定員に適した数を設けること。
３ 便所 入居定員に適した数を設けること。
４ 浴室
① 入居定員に適したものを設けること。
② 浴槽を設けること。

無料低額宿泊所の最低基準の考え方（案）
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設備に関する基準について（経過措置）

居室面積
に係る経
過措置

○ 現行ガイドラインが改定された平成27年７月以前から利用に供されていた施設のうち、床面積の基準を満たさない居室に
ついて、当分の間は、次に掲げる事項を満たすことを条件として、無料低額宿泊所としての利用に供することができること。
１ 居室の床面積が、収納設備を除き、3.3平方メートル以上であること。
２ 入居予定者に対し、あらかじめ、居室の床面積が基準を満たしていないことを記した文書を交付して説明を行い、同意を
得ること。
３ 入居者の寝具及び身の回り品を各人別に収納することができる収納設備を設けること。
４ 共用室を設けること。
５ 居室の床面積の改善についての計画を作成、提出し、段階的、計画的に基準を満たすよう整備すること。
○ 同一施設において、床面積の基準を満たさない居室を改善しない限り、新たな居室の増築は認められないこと。

多人数居
室に係る
経過措置

○ 施行日以前より存在する無料低額宿泊所の多人数居室については、３年の間に解消を図ること。
※ 多人数居室の解消に向けて、福祉事務所は、
・ 他に利用可能な施設等がない場合などやむを得ない場合を除き、生活保護受給者に多人数居室を紹介しないこと

・ 既に多人数居室に入居している者について、施行後１年以内に転居先の提示等を行うなど、居宅への移行や、個室への転居を
推進すること
等の対応を行うこととする。

※ 住宅扶助基準額の算定は、現行どおり１居室あたりの住宅扶助基準額を居室の定員で除した額を上限とする取扱いを維持。

簡易個室
に係る経
過措置

○ 施行日以前より存在する無料低額宿泊所のいわゆる簡易個室については、３年の間に解消を図ること。
※ 簡易個室の解消に向けて、福祉事務所は、
・ 他に利用可能な施設等がない場合などやむを得ない場合を除き、生活保護受給者に簡易個室を紹介しないこと

・ 既に簡易個室に入居している者について、施行後１年以内に転居先の提示等を行うなど、居宅への移行や、個室への転居を推
進すること

※ 住宅扶助基準額の算定について、通常の個室との差別化を図る観点から、１居室あたりの基準額に0.8を乗じた額を上限額とする
など一定の減額措置を講ずることを検討する（以後、段階的に減額率を引き上げることも検討。）。

無料低額宿泊所の最低基準の考え方（案）
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職員に関する基準について

職員配置
○ 施設長 １名（「専任」とする。）
○ 職員 施設の入居者数及び提供するサービス内容に応じた数
○ 日常生活支援住居施設として、生活扶助の委託を受ける場合は、当該施設における職員の配置の要件を満たした数

職員の資
格要件

○ 施設長の資格要件
１ 社会福祉法第19条第１項各号のいずれかに該当する者
２ 社会福祉事業に２年以上従事した者
３ １又は２と同等以上の能力を有していると認められる者

○ 職員の資格要件
・ できる限り法第19条第１項各号のいずれかに該当する者
※ 「社会福祉事業に２年以上従事した者」に、清掃・調理業務等の業務の経験は含めないことを解釈通知等で明記。
※ 「同等以上の能力を有していると認められる者」には、施設長資格認定講習会の課程を修了した者（各社会福祉事業共通。）。

施設長の
責務

○ 職員の管理、入居や退去に関する調整業務、業務の実施状況の把握等の業務とすること。

職員の責
務

○ 入居者からの相談、適切な助言及び必要な支援、苦情や事故の内容等の記録を行うこと。

勤務体制
の確保等

○ 入居者に対し、適切なサービスを提供できるよう、職員の勤務の体制を定めること。

研修機会
の確保

○ 職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保すること。

職員の処
遇改善

○ 職員の処遇について労働基準法その他の関係法令の規定を遵守するとともに、職員の待遇の向上に努めること。

秘密の保
持

○ 職員は正当な理由がなく、業務上知り得た入居者の秘密を漏らしてはならないこと。

○ 職員であった者が、正当な理由がなく、業務上知り得た入居者の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなけれ
ばならないこと。

無料低額宿泊所の最低基準の考え方（案）
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運営に関する基準について

入居申込
者等に対
する説明
等

○ サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、入居申込者に対し、運営規程の概要、職員の勤務の体制等を記した文書を交
付して説明を行い、当該サービスの提供に関する契約を文書により締結すること。

○ 契約において、１年を超えない範囲の契約期間、及び解除に関する事項を定めなければならないこと。

○ 入居者の希望及び関係機関の意見を十分に勘案し、必要と認められた場合は、１年を超えない範囲で契約の更新又は新
たに契約を行うことを妨げないこと。

○ 契約の解除において、入居者の権利を不当に狭めるような契約の解除の条件を定めてはならないこと。
○ 契約において、保証人を立てさせてはならないこと。
※第４回検討会を踏まえ、利用者からの契約解除に関する規定を設けることを検討中。

サービス
提供の方
針

○ 入居者に対しては、その心身の状況や希望に応じたサービスの提供や、生きがいをもって生活できるようにするための機
会を適切に提供すること。

○ 入居者にとって当該施設全体が一つの住居であることに鑑み、食堂、洗面所等の円滑な使用に配慮した運営を行うこと
○ 無料低額宿泊所は、プライバシーの確保に配慮した運営を行わなければならない。

○ 職員は、入居者に対するサービスの提供に当たっては、丁寧に行い、サービスの提供を行う上で必要な事項についても、
理解しやすいように説明を行うこと。

利用料の
受領

○ 食事の提供に要する費用 食材費及び調理等に関する費用に相当する金額
○ 居室使用料
１ 無料又は低額

２ 当該無料低額宿泊所の整備に要した費用、修繕費、管理事務費、地代に相当する額等を基礎として合理的に算定された
金額
３ 敷金、権利金、謝金等など入居に当たっての一時金を求めないこと
○ 共益費 共用部分の清掃費、共用備品等の共用部分の維持管理に要する費用に相当する金額
○ 光熱水費 居室及び共用部に係る光熱水費に相当する金額
○ 日用品費 入居者本人が使用する日用品の購入費に相当する金額
○ 入居者が選定するサービスの提供に要する費用
１ 人件費及び事務費等に相当する金額
２ 日常生活支援住居施設として、生活扶助の委託を受ける場合は、委託費として支払われる金額を除く

○ その他無料低額宿泊所において提供される便宜のうち日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、入居
者に負担させることが適当と認められるもの

○ それぞれに掲げる費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、入居者に対し、当該サービスの内容及び費
用を記した文書を交付して説明を行い、入居者の同意を文書で得なければならないこと。

無料低額宿泊所の最低基準の考え方（案）

6



運営に関する基準について

日常生活
金銭管理

○ 入居者の金銭の管理は入居者本人が行うことを原則とする。ただし、金銭の適切な管理を行うことに支障がある入居者で
あって、無料低額宿泊所による金銭の管理を希望するものに対し、次に掲げるところにより無料低額宿泊所が、日常生活に
係る金銭を管理することを妨げないこと。
１ 日常生活を営むために必要な金額に限ること。
２ その他の財産と区分すること。
３ 入居者の意思を尊重して管理すること。
４ 金銭管理に係る制度をできる限り活用すること。（成年後見制度、日常生活自立支援事業を想定）
５ 入居に係る契約とは別に、金銭管理に係る契約を行うこと。
６ 金銭の出納を行う場合は、２人以上の職員で確認を行う等の適切な体制を整備すること。

７ 入居者ごとに金銭の収支の状況を明らかにする帳簿を整備するとともに、収支の記録について定期的に入居者本人に
報告を行うこと。

８ 退居する場合には、速やかに、金銭を返還すること。

９ 金銭の詳細な管理方法、入居者本人に対する収支の記録の報告方法等について管理規程を設けること。
10 生活保護受給者の金銭管理の開始時又は管理内容の変更時には、福祉事務所に報告を行うこと。
11 金銭管理の状況について、都道府県等の求めに応じて速やかに報告できる体制を整えておくこと。

居宅移行
等の援助

○ 居宅移行のための援助

１ 入居者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、その者が独立して日常生活を営むことができるかどうかにつ
いて常に配慮すること。

２ 独立して日常生活を営むことができると認められる入居者に対し、その者の希望、その者が退居後に置かれることとなる
環境等を勘案し、その者の円滑な退居のために必要な援助に努めること。

○ 他の施設等への移行のための援助

・ 入居者が、病気の療養や介護状態になった場合などにより、無料低額宿泊所において適切なサービスを提供することが
困難な場合については、他の社会福祉施設への転居など必要な援助に努めること。

○ 福祉事務所等との連携

・ 居宅移行又は他の施設等への移行のための援助を行う場合には、福祉事務所や相談支援機関などの関係機関との連
携を図ること。

無料低額宿泊所の最低基準の考え方（案）
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運営に関する基準について

食事 ○ 入居者に食事を提供する場合、量及び栄養並びに心身の状況及び嗜好を考慮した食事を、適切な時間に提供すること。

入浴
○ １日に１回の頻度で入浴の機会を提供すること。ただし、やむを得ない事情がある場合は、入居者に対し説明を行うことで、
１週間に３回以上の頻度とすることができること。

状況把握 ○ 入居者に対し、訪問等の方法による状況把握を原則として１日に１回以上行うこと。

衛生管理
○ 食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じること。
○ 感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めること。

運営規程 ○ 事業目的、運営方針、職員数、入居定員、サービス内容や料金、非常災害対策等を盛り込んだ運営規程を整備すること。

記録の整
備

○ 設備、職員、会計に関する記録、入居者に提供するサービスの状況に関する記録等を整備すること。

定員の遵
守

○ 定員を超えて入居させてはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでないこと。

苦情への
対応

○ 苦情を受け付ける窓口の設置、苦情内容の記録、自治体の指導・助言に応じた改善及びその報告、運営適正化委員会
の調査等への協力を行わなければならないこと。

非常災害
対策

○ 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立てること。
○ 災害時の通報連絡体制を整備し、定期的に職員へ周知すること。
○ 避難訓練及び消火訓練を年１回以上実施をしなければならないこと。

事故発生
時の対応

○ 自治体への連絡及び事故に関する必要な措置を行うこと。
○ 事故に関する記録を行うこと。
○ 賠償すべき事故が発生した場合の損害賠償を行うこと。

収支等の
公表

○ 運営規程及び収支等の状況を公表すること。

広告 ○ 広告をする場合、内容が虚偽又は誇大なものであってはならないこと。

掲示
○ 無料低額宿泊所の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、利用料その他サービスの選択に必要な重要
事項を掲示すること。

無料低額宿泊所の最低基準の考え方（案）
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